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八代市次世代育成支援後期行動計画 

（計画期間：平成２２年度～平成２６年度） 

 

１ 計画策定について 

 （１）趣 旨 

    「次世代育成支援対策推進法」

※１
に基づき、次代の社会を担う子どもの健やかな

生育のための環境整備を推進するため、市民・地域・行政が協働で取り組む施策・

事業の方向を明らかにするために策定したもの。      ※１次世代育成支援対策推進法（平成 15年 7月 16 日法律第 120 号）        急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育成支援対策の基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにするとともに、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資することを目的とした、平成17 年 4 月 1 日から平成 27 年 3月 31 日までの 10年間の時限立法。 
 

 （２）期 間（５年間） 

     前期計画   平成１７年４月１日～平成２２年３月３１日 

     後期計画後期計画後期計画後期計画            平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日    

 

 （３）策定方法 

     ・進捗（達成）率    ・課題、問題等の検討      （期間）Ｈ21.2.23～3.9                 外部有識者 17 名    （対象）就学前児童を持つ保護者 1,200 人     第 1回Ｈ21.7.8          回答 704 人（58.7％）      第 2回Ｈ21.11.26        小学生児童を持つ保護者  800 人     第 3回Ｈ22.2.23          回答 462 人（57.8％）      （期日）Ｈ21.6.29        庁内関係課かい職員 13人    （対象）障がい児をもつ保護者 11 人      第 1回Ｈ21.9.17         サービス提供者 7人      第 2回Ｈ21.10.16 
 

①前期計画の検証 

②ニーズ調査の実施 

③グループインタビューの実施 

策定・評価委員会 

庁内検討部会 

後期行動計画

（案）作成 
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２ 前期計画の検証（事業の進捗状況） 事  業  名 前期計画 目標値 平成 21 年度実 績 進捗率(％) ①通常保育 定員数(人) 3,980 3,950 99.2 ②特定保育 箇所数(カ所) - - - 定員数(人) - - - ③延長保育 箇所数(カ所) 46 45 97.8 利用者数(人) 451 370 82.0 ④夜間保育 箇所数(カ所) 1 1 100.0 定員数(人) 20 20 100.0 ⑤トワイライトステイ 箇所数(カ所) 2 2 100.0 ⑥休日保育 箇所数(カ所) 7 2 28.5 利用者数(人) 71 12 16.9 ⑦病児・病後児保育 施 設 型 箇所数(カ所) 1 2 200.0 定員数(人) 4 6 150.0 派 遣 型 箇所数(カ所) - - - 延べ人数(人) - - - ⑧放課後児童クラブ 箇所数(カ所) 27 25 92.5 定員数(人) 1,040 1,010 97.1 ⑨地域子育て支援拠点事業 センター型 箇所数(カ所) 9 6 66.6 ひろば型 箇所数(カ所) 3 2 66.6 ⑩一時預かり 箇所数(カ所) 29 41 141.3 利用者数(人) 136 200 147.0 ⑪ショートステイ 箇所数(カ所) 2 2 100.0 ⑫ファミリー・サポート・センター 箇所数(カ所) 1 1 100.0  【課題】  (1)つどいの広場やファミリー・サポート・センターの認知度が低いため、ＰＲが必要。  (2)子育て支援サービスの一部について、利用方法の見直しが必要。  (3)子育て支援または親支援に係る情報発信の強化や相談体制の充実が求められる。  (4)子どもの安全の確保や子育て環境の整備、防犯対策などの推進が必要。  (5)男性の育児休業取得率が少ないため、取得しやすい職場の雰囲気づくりなどの啓発が必要。  (6)病児・病後児保育の利用方法の周知や利用しやすさの検討が必要。  (7)放課後児童クラブの拡充が必要。  (8)障がい児の進学に係る情報提供やアドバイスの充実、また卒業後の就労の場の確保など、将来の自立に向けた支援の拡充が求められる。  (9)ひとり親家庭（母子家庭、父子家庭）への支援の拡充が求められる。  (10)児童虐待の未然防止に向けた取組みの強化が必要。 


